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Abstract

The purpose of this study was to show statuses of physical independence of elderly people have been mapped by

municipality, and overviewed. 22,200 elderly people in Shizuoka Prefecture were randomly selected as subjects, and

statuses of physical independence were captured longitudinally. Statuses of physical independence have been mapped by

74 municipalities and 34 municipalities respectively. It was found that the ratio of subjects who were physical independent

had declined year by year, and there were some variance between regions. Factors of this regional variance need to be

studied.

Ⅰ 緒言

日本の 65 歳以上の人口は年々増加傾向にあり亜

平成 21 年は過去最高の 2,901 万人で亜総人口の

22.7％を占めた 1）。高齢者の増加に伴い亜高齢

者関係給付費が約 70％を占める（平成 19 年現

在）社会保障給付費も増加の一途にある2）。社

会保障給付費の増加は亜高齢者本人のみではなく亜

高齢者を支える現役世代の負担の増加にも繋がる

ことから亜社会問題の一つといえる。このような

状況において亜可能な限り高齢になっても身体的

に自立して日常生活を過ごすことは亜高齢者の積

極的な社会参加を可能にするための基礎的要件で

もあり亜高齢者個人だけでなく亜社会全体にとっ

て極めて重要である。

実際亜高齢者の身体的な自立に関連する要因を

明らかとする研究もいくつか認められ亜好ましい

生活習慣の確保や亜身体活動の確保などが亜高齢

者の身体的な自立を維持する上で重要であること

が指摘されている3,4,5）。しかし亜それらの研究
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の多くは亜高齢者個人の自立に繋がる要因を明ら

かとするものである。高齢者の身体的な自立を維

持するには亜個人では解決しにくい地理的状況や

住環境的状況などの社会的環境要因も影響を及ぼ

す可能性もある。そのため亜個人的な視点に加え亜

地域的な視点を持つことも必要ではないかと考え

られる。先行研究において亜地域的な視点で検討

した報告はほとんど認められず亜高齢者の身体的

な自立に地域差があるのかといったことや亜高齢

者の身体的な自立が地域ごとで亜経年的にどのよ

うに変化していくのかについても亜十分な資料が

あるとはいえない。

ところで亜高齢者の身体的な自立という切り口

ではないが亜米国疾病予防管理センターは亜肥満

者の州ごとの地域状況をマップ化して亜自然観察

的な経年変化を公表している6）。この資料は亜

米国で肥満者がいずれの州も増加し亜何らかの肥

満予防対策を早急に実施する必要性があることを

示したといえる。この資料に基づくならば亜同様

な観点で亜地域ごとの高齢者の身体的な自立状況

をマップ化して亜自然観察的な経年変化を示すよ

うな資料を作成することも亜高齢者の身体的な自

立を支援する対策を検討する上で亜意義があるの

ではないかと考えられる。

以上の諸点を踏まえ亜今回亜静岡県に在住する

1 万人を超える高齢者を対象に亜縦断的に生活状

況などを調査した結果から亜地域ごとの高齢者の

身体的な自立の状況について亜自然観察的な視点

で亜経年変化を概観するためマップ化して取り纏

めたので報告する。

Ⅱ 方法

対象は平成 11 年 10 月 1 日時点で静岡県内在住

の 65 歳以上高齢者である。対象者の抽出は亜静

岡県内の当時の全ての市町村（74）に対して亜

性・年 齢 階 級（ 前 期：6513〜74 歳亜後 期：

75〜84 歳）別に 75 人ずつ計 22,200 人を層化無

作為抽出し亜記名式の郵送留置法で平成 11 年に

実施した（ベースライン調査）。調査の内容は亜

生活習慣状況亜生活満足度状況亜住環境状況など

である。ベースライン調査から 3 年後（平成 14

年）亜6 年後（平成 17 年）亜9 年後（平成 20 年）

の計 3回の追跡調査を実施した。追跡調査は前調

査において亜回答のあった者に対して実施した。

今回亜各調査で把握している「日常生活での移

動の状況について最もあてはまるもの一つに○を

つけて下さい」という問に対して亜「自転車亜車亜

バス亜電車を使って一人で外出できる」もしくは

「家庭内及び隣近所では亜ほぼ不自由なく動き活

動できる」と回答した場合亜身体的に自立してい

ると定義した。この身体的な自立の定義は亜旧厚

生省の「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり

度）判定基準」（平成 3 年 11 月 18 日老健第

102-2 号）でランク J（何らかの障害等を有する

が亜日常生活はほぼ自立しており独力で外出す

る）に該当する。そして亜この身体的な自立の定

義で該当する者の割合を亜ベースライン調査時

（平成 11 年 10 月 1 日現在）における当時の市町

村別（74）と亜現在（平成 23 年 1 月現在）の市

町別（35）で亜各調査時点の状況を亜それぞれマ

ップ化し亜その変化について検討した。本調査期

間中は亜身体的な自立に影響を及ぼすような介入

は実施していない。

本調査は亜ベースライン調査亜3 年後亜6 年後亜

9 年後の追跡調査とともに亜調査票に依頼文を添

えて調査の主旨を説明した。調査で得られた情報

には亜守秘義務の遵守を謳い亜御本人の調査協力

の意思表現として調査票に氏名表記をお願いした。

また亜本調査は（財）しずおか健康長寿財団の静

岡県総合健康センター倫理審査委員会の承認を得

て実施している。

Ⅲ 結果

本報告の定義による亜身体的に自立している者

の割合は亜ベースライン調査点（n/13,570）が

92％（男性 92％亜女性 93％）亜3 年後の追跡調査

時点（ n/11,069 ）が 91％（男性 91％亜女性

91％）亜6 年後の追跡調査時点（n/8,154）が

87％（男性 89％亜女性 85％）亜9 年後の追跡調査

時 点（ n/5,129 ）が 84％（ 男 性 87％亜女 性

82％）と亜追跡回数が増えるほど亜割合は低下し

ていた。現在の市町別（35）に分析した際亜ベー

スライン調査時において亜最も高率であったのは

裾野市で 96％であった。最も低率であったのは
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焼津市の 87％であった。3年後の追跡調査時にお

いて亜最も高率であったのは清水町で 95％であ

った。最も低率であったのは森町の 85％であっ

た。6 年後の追跡調査時において亜最も高率であ

ったのは川根本町の 92％であった。最も低率で

あったのは富士宮市の 82％であった。9年後の追

跡調査時において亜最も高率であったのは熱海市

で 96％であった。最も低率であったのは東伊豆

町の 76％であった。

次に亜ベースライン調査当時の市町村別（74）

の自立状況をマップ化した結果を図 1に示す。ベ

ースライン調査時点から亜3 年後の追跡調査亜6

年後の追跡調査亜9 年後の追跡調査と低率を示す

市町村が増加している傾向にあった。地域別の特

徴としては亜東部・伊豆地域がやや他の地域と比

較して低率を示す市町村が多い傾向にあった。

同様の分析を現在の市町別（35）で行った結果

を図 2 に示す。ベースライン調査時は 90％以下

の箇所は 6 市町であったのが亜3 年後の追跡調査

時点で 14 市町亜6 年後の追跡調査時点で 28 市町亜

9 年後の追跡調査時点で 32 市町と経年的に増加

していた。

Ⅳ 考察

高齢になっても亜可能な限り身体的に自立して

生活することは極めて重要である。身体的な自立

の程度を判断することは容易ではないが亜現在は

介護保険制度において介護認定を受けているか否

かが亜客観的な判断の一つとされ亜研究面でも用

いられている7,8）。しかし亜今回報告したベース

ライン調査開始時は平成 11 年で介護保険制度は

施行されていない。そこで亜本調査では旧厚生省

の「障害高齢者の日常生活自立度（寝たきり度）

判定基準」でランク Jの状態を自立と定義した。

この定義に基づき身体的に自立している者の割合

を経年的に把握した結果亜加齢に伴い減少傾向を

示した。本研究では亜経年的に亜身体的に自立し

ている者の割合を 4時点の調査で検討したが亜時

点の調査結果に基づく先行研究9,10）と同様に亜

特別な介入をしなければ亜数年間で身体的に自立

している者の割合が亜低下傾向を示していくこと

が明らかとなった。また亜マップ化をすることで亜

身体的に自立している者の割合に地域差が生じて

いることも亜明らかな把握が可能となった。

本報告では亜高齢者の個人の身体的な自立の変

化という視点ではなく亜集団として捉えて亜市町

村の身体的な自立の状況について概観した。本調

査の期間中には亜平成の大合併と呼ばれる亜市町

村間の合併があり亜ベースライン調査時点で 74

市町村であったのが亜現在では半分以下の 35 市

町となった。本報告では亜そのような状況から亜

74 市町村と 35 市町別で亜それぞれマップ化して亜

高齢者の身体的な自立の状況について概観した。

その結果亜74 市町村のマップでは身体的に自立

している者の割合の変化が大きかった市町村が亜

35 市町のマップでは亜変化が薄れてしまうケー

スも認められた。市町村合併は財政面を減らすこ

とが亜目的の一つにあると考えられるが亜それに

伴い亜様々な情報の量も減少する可能性がある。

これまでの市町村区分では把握できた地域の情報

が亜把握できないことになり亜きめ細かな保健対

策を検討していく上では亜情報不足といった課題

に繋がる可能性も考えられる。

なお亜35 市町で身体的に自立している者の割

合を検討した結果亜静岡県内の東部・伊豆地域が亜

他の地域に比較して身体的に自立している者の割

合が低下している市町が多い傾向にあった。東

部・伊豆地域は静岡県内の中でも亜平均寿命は短

く亜全死亡標準化死亡比は比較的高い11,12）亜こ

の点は亜身体的に自立している者の割合が低いこ

とにも関係している可能性がある。この点につい

ては亜更なる研究が必要である。

一方亜本報告にはいくつかの課題がある。大き

な課題として亜追跡調査の途中脱落者の状況を考

慮せず亜調査に回答のあった者だけを分析してい

る。したがって亜今回の分析対象者は亜質問紙調

査に回答できるような比較的元気な高齢者の結果

であり亜一般的な地域在住の高齢者の身体的な自

立の状況よりも亜高い結果を示している可能性が

否めない。今後亜追跡調査が出来なかった途中脱

落者の把握を行うとともに亜脱落者を考慮した上

での分析が必要である。また亜本報告では高齢者

の身体的な自立の状況を亜地域的な視点で概観す

ることを主な目的としたため亜身体的な自立の状
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図２ 身体的に自立している者の割合の変化（35 市町別）

図１ 身体的に自立している者の割合の変化（74 市町村別）



況に地域差が生じる社会環境的要因については検

討していない。高齢になっても身体的に自立して亜

日常生活を過ごすことに繋がる支援を効果的に実

施するためにも亜身体的な自立に関連する社会環

境的要因を明らかにすることも極めて重要である。

さらに亜本調査は大規模な多時点観察の縦断的調

査結果を分析している。日本において同様な調査

による研究は殆ど認められないことからも亜多時

点の結果を生かした分析も必要である。

以上のように亜本報告にはいくつもの課題があ

る。しかし亜地域的な視点により亜高齢者の身体

的な自立の状況を概観したような報告はほとんど

認められない。また亜加齢とともに亜身体的な機

能が落ち亜身体的に自立している者が減るといっ

た亜至極当然な結果を示すような資料は少ないこ

とから亜今後亜高齢者の身体的な自立を支援する

ことを研究していく際の基礎的資料になるのでは

ないかと考えられる。
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